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要　旨

本稿では，特定課題研究「革新的技術の国際法政治経済への影響の分析」の最終報告を行う。本研

究は，（1）先端技術の開発・規制のための適切な国際ルールの提案，（2）先端技術に関する国際政治

経済の実態把握，（3）先端技術情報データベース構築を三本柱としてきた。（1）については，先端技

術個別に注目したミクロの視点と通常兵器一般の規制というマクロの視点の双方から成果を提出して

きた。（2）については，革新的技術が社会のあらゆる側面に浸透しつつある現在において，国際政治

経済に対するその影響を分析した。（3）については，自然言語処理の技術を用いて，人文社会データ

ベースにおけるこの技術の利用可能性を検討した。
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1．はじめに

本研究は，「先端技術の開発・規制のための適切な国際ルールの提案」「先端技術に関する国際政治

経済の実態把握」「先端技術情報データベース構築」を三本柱として，研究を遂行してきた。本稿では，

これらの成果を順次述べる。

2．国際ルールの提案

第一の柱である国際ルール（国際法）は本研究代表者の専門分野であり，本研究に対しては末尾の

「研究リスト」に示した論文発表および学会報告を行った。最終年度（2018 年度）および 2019 年度

においては，「研究リスト」［8］［10］［12］によって，特に AI（人工知能）ロボット兵器およびその

技術に密接に関連したドローンに対する国際ルール作りの現状と展望を示した。また，［9］［11］では，

従来の通常兵器規制条約のなかに，新たな通常兵器であるドローンやロボット兵器といった人工知能

搭載兵器をどのように位置づけていくべきかを検討した。これら 2 種類の研究発表によって，「先端

技術兵器を個別詳細に検討すること」というミクロの視点と「従来の国際法枠組みのなかでの新兵器

の位置づけ」というマクロの視点に基づく複眼的研究を遂行した。
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3．国際政治経済の実態把握

本研究課題「革新的技術の国際法政治経済への影響の分析」のうち，前節で述べたように国際法に

関しては，その専門家である代表者が担当したのに対して，残りの国際政治経済については，政治学

および経済学の専門家が担当し，革新的技術の影響を受けて大きく変貌しつつある現状の分析を行っ

た。具体的には，「国家の規模が経済力に与える影響」および「内戦における国際介入の影響」を対

象とした（［13］［27］［28］）。

詳細は各論文に譲るが，例えば，国家の規模に関しては，人類史において国家の規模は長らくその

国力（経済力）の源である考えられてきた。しかし，情報技術の発展によって，規模（大きいこと）

自体の優位性に疑問が投げかけられつつある現在，果たして国家の規模というのは本当に経済的効率

に正の効果があるのか（あるいはそもそもこれまでもあったのか）を検討した。

このように，第二の柱では，新たな技術革新が起こっている現状を踏まえた上での国際政治経済の

実際の再検討を行った。

4．データベース構築

本研究では，最新技術の社会への影響を従来の社会科学的方法によって分析するにとどまらず，学

際プロジェクトとして，機械学習の技術を用いた関連データベースの開発も行ってきた。これは，「サ

イバーセキュリティ情報の自動分類システムの開発」と「国際政治経済文書データの機械学習を用い

た分析」に分けて行った。前者については，すでに前年度の所報で述べたので，本稿では後者につい

て報告する。

「国際政治経済文書データの機械学習を用いた分析」では，分析のためのデータとして，主として

日本語の国際政治経済文書データベースとして，当該分野研究者や政策担当実務家に広く認知されて

いる「データベース　世界と日本」（http://worldjpn.grips.ac.jp/）を利用した。同データベースの現

在公開されているヴァージョンでは，各文書は合計 46 のカテゴリー（例えば「SDGs 関連文書」「G7/8

関連文書」）に分類されており，この分類はデータベース作成者の主観的判断によって作成されてい

る（つまり機械による分類ではない）。

本研究では，上記 46 カテゴリー（機械学習研究の用語ではクラス）を用いて，教師つき学習の多

項分布モデル・ナイーヴベイズ分類器を作成し，人手による文書分類と分類器による分類の相違を確

認した 1。分析手法としては交差検定を用いた。結果のみを示すと，分類正解率は約 50% であった（図

1）。この結果を解釈すれば，46 クラスにもかかわらず，約半分を分類できていることは好成績であっ

た（つまり主観によるクラス作成は文書の実態を捉えている）とも判断できる。他方，自然言語処理

研究の立場からすると，他の類似の実験と比較して低い（つまり主観によるクラス作成は文章群の内

容を十分に捉えていない）とおそらく評価されよう。いずれにしても，今後膨大なテキストデータが

電子化され，そのデータ処理が主流となることが予想される，これからの歴史研究までも含めた人文

社会科学にとって，正解率 50% という人的分類と機械分類との一定の違いを示す結果は，従来の人
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海戦術では得られない新たな手法を機械的手法が提供しうることを示しているといえる。

なお，本研究ではすでに，上記の教師つき分類器実験に続き，クラスタリングにも着手している。

これについては，助成期間終了後の 2019 年度以降も，本研究で提供された資源を利用し，順次成果

を発表していく予定である。

5．まとめ

本研究では，これまでの所報および本稿で述べたように，上記の 3 本柱のもとで研究を遂行してき

た。いずれの柱についても，一定の成果を創出してきたが，周知のように，本研究が対象とする技術

は日進月歩である。他方，本研究助成によって提供されたリソースはいずれも今後も利用可能であり，

第四節で述べたデータベース研究のみならず，第一と第二の柱の研究にも利用を継続したい。

研究リスト（最終年度の報告として前年度分までも含める）
 ［1］ Hideaki Ashitate（2018）“Governance by Network and Its Applicability to National Aid Policies and Local 

Governance,” A. Farazmand ed., Global Encyclopedia of Public Administration, Public Policy, and Governance. 

図 1　多項分布モデル分類器による結果
注：グラフ中の r の意味については省略
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注
 1 本節では，機械学習の専門用語を用いる。多彩な研究者が目を通す本誌の場合には，本来，これら用語の解

説も付けるべきであるが，紙数の制約などを考慮して割愛する。
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The Final Report: Research about Effects 
of New Technologies on Law, Politics, and Economies 

from International Perspectives

Seigo IWAMOTO

Abstract

This paper presents final research outcomes that were produced under the auspices of a grant 

funded by Kyoto Sangyo University, entitled Tokutei Kadai Kenkyu. This project addressed three 

topics. Outcomes of the first topic propose revised international laws that are appropriate to manage 

emerging technologies. In the second one, characteristics of the current international political 

economy influenced by new technologies are investigated. The research on the final topic develops a 

database system that enables to classify cyber security information in a new way. In addition, it 

analyzes a known dataset in a manner unfamiliar to social scientists, based on technologies of natural 

language processing.

Keywords : Cyber Security, Artificial Intelligence, International Law, International Political 

Economy, Natural Language Processing
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